
○京都府自治会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例 

 

                       （平成21年３月25日条例第１号） 

             改正 平成21年５月29日条例第３号  平成21年ll月30日条例第４号 

                平成22年11月25日条例第５号  平成26年12月19日条例第３号 

                平成28年３月23日条例第３号  平成28年12月21日条例第４号 

                平成29年12月25日条例第１号  平成30年12月21日条例第１号 

                令和元年12月23日条例第１号  令和２年11月27日条例第３号 

                令和４年３月30日条例第１号  令和４年12月19日条例第３号 

                令和５年12月18日条例第５号  令和６年12月19日条例第２号 

 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、京都府自治会館管理組合常勤の副管理者（以下「常勤副管理

者」という。）の給与に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （給与の種類） 

第２条 常勤副管理者の給与は、給料、通勤手当及び期末手当とする。 

 （給料） 

第３条 常勤副管理者の給料の月額は、600,000円とする。 

 （手当） 

第４条 常勤副管理者の通勤手当及び期末手当は、次のとおりとする。 

 (1) 通勤手当 京都府自治会館管理組合職員の給与に関する条例（平成８年京都

府自治会館管理組合条例第23号）の適用を受ける一般職に属する職員（以下「一

般職の職員」という。）の例による。 

 (2) 期末手当 給料の月額及び給料の月額に100分の20を乗じて得た額並びに給

料の月額に100分の25を乗じて得た額の合計額に100分の172.5を乗じて得た額

とする。 

    （平21条例４・平22条例５・平26条例３・平28条例３・平28条例４・平29条例１・平30条例１・令元条

例１・令２条例３・令４条例１・令和４条例３・令和５条例６・令和６条例２・一部改正） 

 （支給方法） 



第５条 前２条に定める給与の支給方法については、一般職の職員の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成21年４月１日から施行する。 

 （京都府自治会館管理組合収入役の給与に関する条例の廃止） 

２ 京都府自治会館管理組合収入役の給与に関する条例（平成17年京都府自治会館

管理組合条例第１号)は、廃止する。 

 （平成21年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

３ 平成21年６月に支給する期末手当に関する第４条第２号の規定の適用について

は、「100分の160」とあるのは「100分の145」とする。 

    （平21条例３・追加） 

   附 則（平成21年５月29日条例第３号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成21年11月30日条例第４号）抄 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初日であると

きは、その日）から施行する。ただし、第２条及び第５条の規定は、平成22年４

月１日から施行する。 

 （規則への委任） 

３ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

   附 則（平成22年ll月25日条例第５号） 

 この条例は、公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初日であるとき

は、その日）から施行する。ただし、第２条の規定は、平成23年４月１日から施行

する。 

   附 則（平成26年12月19日条例第３号） 

 この条例は、公布の日から施行し、平成26年４月１日から適用する。 

   附 則（平成28年３月23日条例第３号）抄 



 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の京都府自治会館管理組合職員の給与に関する条例

（次項において「改正後の給与条例」という。）並びに第２条の規定による改正

後の京都府自治会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例（第４項におい

て「改正後の副管理者給与条例」という。）の規定は、平成 27 年４月１日から適

用する。 

 （給与の内払） 

４ 改正後の副管理者給与条例を適用する場合においては、第２条の規定による改

正前の京都府自治会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例の規定に基づ

いて支給された給与は、改正後の副管理者給与条例の規定による給与の内払とみ

なす。 

 （規則への委任） 

５ 前４項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

    附 則（平成 28 年 12 月 21 日条例第４号）抄 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の京都府自治会館管理組合職員の給与に関する条例

（次項において「改正後の給与条例」という。）並びに第２条の規定による改正

後の京都府自治会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例（第４項におい

て「改正後の副管理者給与条例」という。）の規定は、平成 28 年４月１日から適

用する。 

４ 改正後の副管理者給与条例を適用する場合においては、第２条の規定による改

正前の京都府自治会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例の規定に基づ

いて支給された給与は、改正後の副管理者給与条例の規定による給与の内払とみ

なす。 

 （規則への委任） 



５ 前４項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

   附 則（平成 29 年 12 月 25 日条例第１号）抄 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条及び第４条の規定は、平

成 30 年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の京都府自治会館管理組合職員の給与に関する条例

（次項において「改正後の給与条例」という。）並びに第２条の規定による改正

後の京都府自治会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例（第４項におい

て「改正後の副管理者給与条例」という。）の規定は、平成 29 年４月１日から適

用する。 

 （給与の内払） 

４ 改正後の副管理者給与条例を適用する場合においては、第２条の規定による改

正前の京都府自治会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例の規定に基づ

いて支給された給与は、改正後の副管理者給与条例の規定による給与の内払とみ

なす。 

 （規則への委任） 

５ 前４項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

   附 則（平成 30 年 12 月 21 日条例第１号）抄 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条及び第４条の規定は、平

成 31 年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の京都府自治会館管理組合職員の給与に関する条例

（次項において「改正後の給与条例」という。）及び第２条の規定による改正

後の京都府自治会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例（第４項にお

いて「改正後の副管理者給与条例」という。）の規定は、平成 30 年４月１日か

ら適用する。 



 （給与の内払） 

４ 改正後の副管理者給与条例を適用する場合には、第２条の規定による改正前の

京都府自治会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例の規定に基づいて支

給された給与は、改正後の副管理者給与条例の規定による給与の内払とみなす。 

 （規則への委任） 

５ 前３項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

   附 則（令和元年12月23日条例第１号）抄 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条及び第４条の規定は、令

和２年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の京都府自治会館管理組合職員の給与に関する条例

（次項において「改正後の給与条例」という。）及び第２条の規定による改正

後の京都府自治会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例（第４項にお

いて「改正後の副管理者給与条例」という。）の規定は、平成 31 年４月１日か

ら適用する。 

 （給与の内払） 

４ 改正後の副管理者給与条例を適用する場合には、第２条の規定による改正前の

京都府自治会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例の規定に基づいて支

給された給与は、改正後の副管理者給与条例の規定による給与の内払とみなす。 

 （規則への委任） 

７ 前４項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

   附 則（令和２年11月27日条例第３号） 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条及び第４条の規定は、令和

３年４月１日から施行する。 

   附 則（令和４年３月 30 日条例第１号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 



 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、この条例による改正後の京都府自治

会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例第４条第１項第２号の規定にか

かわらず、同項の規定により算定される期末手当の額から、令和３年 12 月に支給

された期末手当の額に、167.5 分の 10 を乗じて得た額を減じた額とする。 

３ この条例に施行に関し、必要な事項は、規則で定める。 

   附 則（令和４年 12 月 19 日条例第３号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条の規定は、令和５年４月

１日から施行する。 

２ 第１条の規定（京都府自治会館管理組合職員の給与に関する条例（以下「給与

条例」という。）第 13 条第３項及び第 18 条第２項の改正規定を除く。次項にお

いて同じ。）による改正後の給与条例の規定は、令和４年４月１日から適用す

る。なお、同条の規定（給与条例第 18 条第２項の改正規定に限る。）による改

正後の給与条例及び第２条の規定による改正後の京都府自治会館管理組合常勤の

副管理者の給与に関する条例（以下「副管理者給与条例」という。）第４項にお

いて同じ。）の規定は、令和４年 12 月１日から適用する。 

 （給与の内払） 

４ 改正後の副管理者給与条例を適用する場合には、第２条の規定による改正前の

副管理者給与条例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の副管理者給与条

例の規定による給与の内払とみなす。 

 （規則への委任） 

５ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

   附 則（令和５年 12 月 18 日条例第６号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条及び第４条の規定は、令

和６年４月１日から施行する。 



 （給与の内払） 

４ 改正後の副管理者給与条例を適用する場合には、第２条の規定による改正前の

副管理者給与条例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の副管理者給与条

例の規定による給与の内払とみなす。 

 （規則への委任） 

５ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

   附 則（令和６年 12 月 19 日条例第２号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条及び第４条の規定は、令

和７年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の京都府自治会館管理組合職員の給与に関する条例

（附則第第３項において「改正後の給与条例」という。）の規定及び第２条の規

定による改正後の京都府自治会館管理組合常勤の副管理者の給与に関する条例

（附則第第４項において「改正後の副管理者給与条例」という。）は、令和６年

４月１日から適用する。 

 （給与の内払） 

４ 改正後の副管理者給与条例を適用する場合には、第２条の規定による改正前の

副管理者給与条例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の副管理者給与条

例の規定による給与の内払とみなす。 

 （規則への委任） 

５ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 


